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会場案内 （トイ レのご利用は ，１３階 ，１階でお願い します）  

公園（南）  側  

海（北）  側  

 

大会議室  

 

仕分け会場  

トイレ  

13 階平面図  

 1 階平面図  
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本日は，お越しいただきありがとうございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 傍聴はお静かにお願いします。会場の入退場，傍聴席での座席の

移動は自由ですが，事業仕分け作業中は，できるだけ控えてくださ

い。 

 

・ 事業仕分け作業中に，傍聴の皆様からのご意見等を受け付けるこ

とはできません。また，発言や拍手などにより，公然と意見を表明

することはご遠慮ください。 

 （お配りしているアンケートで，傍聴の皆様のご意見をお伺いする

こととしていますので，ご了承ください） 

 

・ 会場内では，飲食や喫煙はご遠慮ください。 

（喫煙は，１階の喫煙室でお願いします） 

 

・ トイレのご利用は，１３階，１階でお願いします。 

 

・ 携帯電話は，マナーモードにするか，電源をお切りください。 

 

・ メモ・写真撮影は構いませんが，事業仕分け作業の妨げとならな

いようお願いします。 

ビデオ撮影については，受付で許可を受け，指定された場所で行 

ってください。 

 

・ その他，会場の秩序を乱し，または，事業仕分け作業の支障とな

るような行為をしないでください。注意事項を守らない方は，ご退

場いただくことがあります。 

 

※  事 業 仕 分 け 結 果 が ， 本 市 の 最 終判 断 で は あ り ま せ ん の で ご 留 意 く

ださい。 

仕分けでの議論や仕分け結果は，今後の事務事業の見直しの際の参

考とするものです。 

 

注 意 事 項 

傍 聴 さ れ る 皆 様 へ 
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※ 仕分け作業の進捗により，時間が前後することがあります。  

 

予定時間 
事業

№ 
事 業 名 等 担当部局 

09:00 ～ ― 受付開始 高松市役所１３階大会議室 ― 

09:30 ～ 9:55 ― 開会 市長あいさつ 概要説明 ― 

10:00 ～ 10:30 １ 公金収納関連情報サービス業務委託事業 総務部 

10:35 ～ 11:05 ２ 平和公園墓園管理事業 市民政策部 

11:10 ～ 11:40 ３ 母子家庭児等福祉金支給事業 健康福祉部 

11:45 ～ 12:15 ４ 公衆便所管理事業 環境部 

12:15 ～ 13:00 ― 昼食休憩  

13:00 ～ 13:30 ５ 松くい虫防除事業 産業経済部 

13:35 ～ 14:05 ６ レンタサイクル事業 都市整備部 

14:10 ～ 14:40 ７ 消防水利整備事業 消防局 

14:40 ～ 14:50 ― 休憩  

14:50 ～ 15:20 ８ 高松市民病院医事業務委託事業 病院局 

15:25 ～ 15:55 ９ 上下水道局広報紙「みんなの水」発行事業 上下水道局 

16:00 ～ 16:30 １０ 学校施設緑化事業 教育部 

16:30 ～ 16:40 ― 休憩 ― 

16:40 ～ 17:00 ― 仕分け結果発表 講評 閉会 ― 

事 業 仕 分 け ス ケ ジ ュ ー ル 

3



 
 

 
 

役 割 分 担 氏  名  所  属  等 

コーディネーター  全事業  荒井 英明  厚木市  
こども未来部こども育成課 課長  

構 想 日 本 
仕 分 け 人 全事業  

上田 裕子  京都新聞社 記者  

田井 義人  摂南大学  
経済学部 准教授  

藤城 眞  前 内閣府行政刷新会議  
事務局 参事官  

水上 貴央  弁護士  

吉武 智子  宇部市  
総合政策部政策推進課  

 
高 松 市 
市 民 評 価 者  

 
（高松市行財政改革 
推 進 委 員 会 委 員 ） 

事業№  
３，４ 生嶋 暹  市民公募委員  

事業№  
９，10 

石田 雄士  高松市コミュニティ協議会連合会  
事務局長  

事業№  
７，８ 牛島 授公  香川大学大学院  

地域マネジメント研究科 教授  

事業№  
１，２ 小野 美津子  高松市婦人団体連絡協議会  

副会長  

事業№  
９，10 

葛西 優子  高松市ＰＴＡ連絡協議会  
副会長  

事業№  
１，２ 
５，６ 

木村 大三郎  香川経済同友会  
特別幹事  

事業№  
３，４ 後藤 英之  公認会計士  

事業№  
５，６ 村川 幸恵  市民公募委員  

事業№  
７，８ 吉井 幸子  社会保険労務士・行政書士  

仕 分 け 人 
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コーディネーター  

市 事 業 説 明 者  

仕

分

け

人 

仕

分

け

人 

公  園  側  

海  側  

仕 分 け 会 場 の 配 置 

 

傍聴席 

高松市役所 １３階 大会議室  

出
入
口 
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市民サービスの質の向上や業務のより一層の効率化に向け，事務事業の見直しを積

極的に行っていくため，公開の場において，客観的な視点から，見直しの方向性につ

いて議論する「事業仕分け」を，今年度も実施します。 

事業仕分けの成果を踏まえ，その考え方や手法を参考に，本市が担うべき役割の明

確化や，事業の廃止・改善による経費削減，事業内容の向上など，一層の行財政改革

に，鋭意，取り組むとともに，職員の意識改革や，市政の情報公開の徹底，市民への

説明責任の全うなどを一層推進します。 

 

＜仕分け対象事業＞ 

全事務事業のうち，市が５００万円以上支出している委託事業や，１，０００万円 

以上の大規模事業から１０事業を選定しました。 

 

＜実施方法＞ 

自治体の事業仕分けに実績とノウハウを有する「※１構想日本」の協力を得て，実施し

ます。 

(1) 仕分け人等の構成 
※2 コーディネーター１名，仕分け人５名（構想日本が選出した者） 
※３高松市民評価者９名（高松市行財政改革推進委員会委員） 

(2) 仕分け作業 

１事業当たりの所要時間を３０分程度として，次の手順で仕分けを行います。 

① 本市事業担当者による事業概要説明（５分程度） 

② 仕分け人による質疑応答・議論（２０分程度） 

③ 仕分け人による仕分け判定とコメント（５分程度） 

(3) 仕分け区分 

次のＡ～Ｅの５区分で仕分けを行います。 

Ａ 不要，Ｂ 再検討，Ｃ 国・県・広域実施， 

Ｄ 市実施（要改善），Ｅ 市実施（現行どおり） 

(4) 仕分け結果 

仕分け人の最多数を占めた区分を，仕分け結果とします。 

ただし，最多数が同数の場合は，コーディネーターが判定を決定します。 

※ 事業仕分けの結果が，本市の最終判断ではありませんのでご留意ください。 

仕分け過程での議論や仕分け結果は，今後の事務事業の見直しの参考とするもの

です。 

 

※１ 「構想日本」：非営利団体（ＮＰＯ）の政策シンクタンク（代表：加藤秀樹氏） 

行財政改革などについて，これまでに様々な提案を行うとともに，提案した政策の実現に向け

た実践活動に取り組んでいる。 

構想日本のホームページ http://www.kosonippon.org/about/index.php 

構想日本の事業仕分け  http://www.kosonippon.org/shiwake/ 

 

※２ 「コーディネーター１名，仕分け人５名（構想日本が選出した者）」 

他の自治体職員，本市に関連のない企業経営者・ＮＰＯ職員等で，かつ事業仕分けの経験者 

 

※３ 「高松市民評価者」 

市政に関し，識見を有する者（経済・市民団体推薦者，学識経験者，公募者）のうちから，市 

長が委嘱した高松市行財政改革推進委員会委員 

事 業 仕 分 け の 概 要  
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事 業 仕 分 け 作 業 の 流 れ と 仕 分 け 区 分 

Ａ 

不
要 

① 手段が目的化している 
② 達成手段として不適当 
③ 効果なし（薄い）・逆効果 
④ サービス受給者の自助努力・自己負担 
⑤ 行政の役割終了，民間実施 
⑥ その他 

 

Ｂ 

再
検
討 

 

Ｃ 
国
・
県
・
広
域
実
施 

① 事業のあり方をゼロベースで見直し 
② 廃止も含めて検討 
③ 他との重複（事業の統廃合） 
④ 今のままなら不要 

① 規模が全国的 
② 全国一律のサービスであるべき 
③ 規模が県域的 
④ 県下一律のサービスであるべき 
⑤ 規模が広域的 
⑥ 広域での一律のサービスであるべき 
⑦ 影響が広範囲 
⑧ その他 

（例） 
【縮減】 

① 事業費を縮減し，かつ内容を見直し 
② 事業の一部廃止 

【維持】 
③ 事業費は現行どおりで事業内容を見直し 
＜事業内容の見直しの例＞ 

・事業の手法，内容の一部見直し 
・民間委託実施・拡大 
・指定管理者制度の導入 
・入札等における競争性の強化 
・自主財源確保（受益者負担等） 

（例） 
【縮減】 

① 事業内容は現行どおりで事業費の縮減 
【維持】 

② 事業内容，事業費ともに現行どおり 
【拡充】 

③ 事業内容は現行どおりで事業費は拡充 

事 

業 

説 

明 
 

質
疑
応
答
・
議
論 

 

仕
分
け
判
定 

 

区 分 視   点 

５分 ２０分 ５分 

Ｄ 

市
実
施
（
要
改
善
） 

Ｅ 

市
実
施
（
現
行
ど
お
り
） 
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 公金収納関連情報サービス業務委託事業 事業開始年度 平成２２年度

施策事業名 簡素で効率的な行財政システムの構築 担当局・部名 総務部

根拠法令 担当課･係名
情報政策課
情報システム係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

　公金（税金，保険料等）の収納率向上を達成するために，収納チャネル（納入方法）の多様化
等，収納業務の見直しを行う必要がある。しかしながら，新しい収納チャネルを取り入れようとし
ても、コストがかかりすぎるため，導入を見合わせてきたところである。また，これまで指定金融機
関で収納した公金のうち，手書きの領収済通知書については，常駐の外部委託業者により電子
データ化していたが，委託事業者が事業廃止により撤退することとなったため，他事業者に委託
するか，新たな手法で収納業務を再構築することが必要となった。

目　的
（何をどうするた

めに）

　事務効率のなお一層の向上を実現するため，公金収納事務を再構築する。さらに，コン
ビニ収納，マルチペイメント（※１），クレジット収納など，多様化する住民ニーズに対
応させ，住民サービスの向上を図るとともに，結果として公金の収納率向上も実現する。

目　標
（何がどうなれば

達成か）

　公金収納業務にかかるトータルコストを削減するとともに，Ｈ２５年度から予定している収納方
法の拡充に対応させ，住民サービスの向上も達成する。

対　象
（誰・何を対象に）

公金収納業務

実施方法

□直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：指定金融機関　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

　指定金融機関を通じて膨大に持ち込まれる公金（税金，保険料等）の領収済通知書は，
Ｈ２２年度上半期まで，市役所内で電子データ化していた。ＯＣＲ（※２）領収済通知書
は指定金融機関がＯＣＲ読取機で電子化，手書き領収済通知書は常駐外部委託事業者によ
るパンチ作業での電子データ化，その後の日計表作成等の集計業務については汎用機シス
テムで処理していた。
　旧事務処理においては，①手書き領収済通知書を税金や保険料の種類ごとに分類する事
務，②電子データ化後の確認を各業務主管課に実施してもらうための領収済通知書の仕分
け事務，③不具合のある電子データを修正するための事務，に対して多大な人的コストが
掛かっていた。

　この公金収納業務を効率化するため，クラウドサービス（※３）を利用して業務を再構
築することにした。これまで，市役所内で行っていた電子データ化，エラー修正，データ
統合・集計について，①指定金融機関による手書き領収済通知書のスキャニング画像デー
タ化，②ＬＧＷＡＮ（※４）を通じてサービス提供事業者にデータ転送，③サービス提供
事業者による画像データからの電子データ化，④クラウドサービスによるエラー修正，⑤
クラウドサービスによるデータ統合・集計，という業務フローに変更した。
　この公金収納業務再構築により，徴収簿消込までの期間が４日間→２日間に短縮したほ
か，領収済通知書が画像データ化され，業務主管課担当者のパソコンで容易に検索・照会
できるようになったため，領収済通知書の分類，照会，格納にかかる人的経費の削減が実
現できた。

関連事業
（同一目的事業等）

事業番号１ 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 公金収納関連情報サービス業務委託事業 事業開始年度 平成２２年度

事業番号１ 平成23年度

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

報酬 千円 千円 千円 千円

委託料 22,165 千円 15,761 千円 － 千円 － 千円

需用費 千円 千円 千円 千円

役務費 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

事業費合計 22,165 千円 15,761 千円 0 千円 0 千円

人
件
費

担当正職員 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

その他 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

人件費合計 0 人 0 千円 0 人 0 千円 0 人 0 千円 0 人 0 千円

総事業費 22,165 千円 15,761 千円 0 千円 0 千円

財源

内訳

国県支出金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他特財 千円 千円 千円 千円

一般財源 22,165 千円 15,761 千円 － 千円 － 千円

財源合計 22,165 千円 15,761 千円 0 千円 0 千円

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

システムの維持管理コスト 千円 7,812 － －

効率指標
（事業費/活動指標） 総事業費 ／ 領収済通知書総件数 千円 0.0194

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

公金収納業務にかかるトータルコスト削減額 千円 2,000 － －

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　事業の導入により，事務の効率化，消込処理の迅速化，経常経費の削減，利便性向上が
達成できた。今後は，収納チャネルの拡充による投資コストの抑制を図り，住民サービス
の向上，公金の収納率向上を実現する予定である。全国的にもほとんどなく，先駆性の高
い取り組みです。

公金収納サービスシステム構築業務委託

委託料 総合収納業務委託

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

全国でも先駆的な取り組み

特記事項
(事業の沿革等)

Ｈ２２年度下半期から稼動

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

団体への支出根拠
（選定経過等、支出先

の妥当性）

　本市の指定金融機関である（株）百十四銀行と「収納した公金に係る情報のデータ化処理に関
する協定書」を締結し，本協定に基づき，見積徴取を行い公金収納サービス業務を委託してい
る。

千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

委託料

千円委託料・補助金　総額 15,761

7,949 千円

7,812 千円

千円
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公金収納業務再構築について 

 

 

１．データエントリー業務委託の方向転換 

 
現行委託事業者のデータエントリー業務廃止により，新たな業務システムの再構築が必要と

なった。課題解決方法について検討・・・。 
 
【案 1】 別の事業者に常駐委託する。  

 現行と同様な常駐委託形態を提供できる事業者がいない。 

 常駐要員として派遣会社の派遣社員を起用した場合，物理的スペースの問題と 

コスト増加が発生。 

 

【案 2】 公金収納関連情報サービス業務委託 

 指定金融機関が提供する業務プロセスであれば、外部委託が可能。 

     ⇒ ①他自治体での導入実績あり。 

     ⇒ ②タイムスケジュールの変更不要。 

 職員人件費，紙媒体のデータ化により，コスト削減も期待できる。 

 

指指定定金金融融機機関関へへのの業業務務委委託託のの拡拡張張ででああれればば，，安安全全かかつつ円円滑滑にに新新業業務務ププロロセセススにに移移行行可可能能。。 

⇒⇒  指指定定金金融融機機関関へへのの委委託託をを決決定定。。  

 

 

２．導入前後の業務フロー比較 

 

導入前                           導入後 
処理フロー 作業者 作業内容 

①済通分類 1 
指定金融機関 

収納代理金融機関 

領収済通知書（以下済

通）を分類 

②入力作業 1 指定金 
ＯＣＲ済通に合計票を

添付し読取 

③済通分類 2 出納室 手書済通を分類 

④事前作業 2 出納室 
手書済通に合計票を添

付 

⑤入力作業 2 外部業者 外部業者でデータ入力 

⑥入力作業 3 情報政策課 
項目チェックリスト 

作成 

⑦済通分類 3 出納室 済通を各課ごとに仕分 

⑧入力作業 4 各担当課 
エラー内容確認，領収

日確認 

⑨入力作業 5 情報政策課 
各課から報告された内

容をデータ修正 

⑩済通保管 各担当課 各課で済通を保管 

処理フロー 作業者 作業内容 

①事前作業１ 
指定金融機関 

収納代理金融機関 

領収済通 知書（ 以下済

通）を分類，合計票添付 

②入力作業１ 指定金融機関 手書，ＯＣＲ済通を読取 

クラウドサービスで検索可能となるため分類不要 

①事前作業で実施 

③入力作業２ 

指定金融機関 
手書済通イメージから 

データ入力 

情報政策課 
ＬＧＷＡＮ経由でデータ

の受渡し 

④入力作業３ 

指定金融機関 済通の件数・金額照合 

情報政策課 
ＬＧＷＡＮ経由でデータ

の受渡し 

⑤入力作業 4 指定金融機関 
データ統合後，項目チェ

ック結果を画面表示 

出納室でまとめて保管するため仕分け不要 

⑥入力作業５ 各担当課 
クラウドサービスでエラ

ー修正 

⑦納品物作成 出納室 
クラウドサービスから帳

票をダウンロード 

⑧済通保管 出納室 出納室済通を保管 
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３．業務委託による費用対効果 

 

 （１）人員削減 

    ①出納室（公金収納業務担当）・・・・・１人 

    ②他の収納担当課・・・・・合計で１人分 

 

 （２）システム開発および設備投資コストの抑制 

    システム設計，維持管理費の削減 

 

（３）汎用性の確保 

   コンビニ収納等，多様な収納チャネルから，同一形態のデータ作成が可能に 

 

 
 
【用語解説】 

※１ マルチペイメント 

   ＡＴＭ，電話，パソコン（インターネット）等を利用した，多様な方法での支払いを指す。利用者は，

即時に支払いを済ませることなどが可能になり，支払いに際して時間，場所等の利便性が高まる。

一方，収納機関については，支払い入金の確認事務等，収納業務の合理化，また，金融機関に

ついては，収納にかかわる事務の合理化が期待できる。 

 

※２ ＯＣＲ 

手書きまたは印刷の文字を，光学的に読取る仕組み。ＯＣＲ対応の領収済通知書をスキャナで

情報読取りするため，タイピング作業による入力負荷を軽減し，データ化にかかる時間を短縮す

ることができる。 

 

※３ クラウドサービス 

   インターネット等のネットワークを通じて，ソフトウェアやデータ等をサービスの形で必要に応じて

利用する方式。ネットワークを通じてサービスの提供を受けるため初期投資や運用・保守にかか

るコストを抑えることができる。 

 

※４ ＬＧＷＡＮ 

地方公共団体を相互に接続するセキュリティの確保された行政専用のネットワーク。 
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関連事業
（同一目的事業等）

平和公園墓園と同様に，他の市営墓地（墓園）についても，管理事業を実施し，適正な
管理に努めている。

■直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：平和公園管理協力組合等　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

　平和公園墓園を適切に維持管理するため，ごみの収集処理，除草等の清掃業務の定期
的な実施や，施設の修繕等の維持管理を業務委託により実施する。また，管理事務所の
非常勤嘱託職員により，日常的な管理用務のほか，墓碑の建立・撤去工事や納骨時の立
会い等の業務を行っている。
　なお，受益者負担の観点から，平和公園墓園の使用者に対して清掃手数料，使用料を
徴収しており，事業費に充てている。

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

市民が利用する市営墓地である平和公園墓園を，適切に維持管理していくことは，管理者であ
る高松市の責務である。

目　的
（何をどうするた

めに）
平和公園墓園の環境を良好な状態に保つことにより，市民の生活衛生の向上を図る。

目　標
（何がどうなれば

達成か）

平和公園墓園の清掃，塵芥処理などを行うことにより，墓地環境の維持・適正化に努め
る。

対　象
（誰・何を対象に）

平和公園墓園の利用者が使用している同墓園の通路等共用部分の環境保持を図る。

実施方法

根拠法令 墓地，埋葬等に関する法律，高松市墓地公園条例 担当課･係名
市民やすらぎ課
墓園係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 平和公園墓園管理事業 事業開始年度 昭和４９年度

施策事業名 生活衛生の向上 担当局・部名 市民政策部

事業番号２ 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 平和公園墓園管理事業 事業開始年度 昭和４９年度

事業番号２ 平成23年度

千円委託料・補助金　総額 7,272

4,563 千円

531 千円

483 千円

1,695

委託料 樹木剪定業務委託料

委託料 漏水調査等業務委託料 千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

委託料 清掃，除草業務委託料

委託料 塵芥処理業務委託料

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

特記事項
(事業の沿革等)

都市化，高齢化の進展，家意識の変化等による市民の墓所需要の増加に対応するため，
市南部に平和公園墓園を新たに整備し，市民に貸出しを行っている。

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
団体への支出根拠

（選定経過等、支出先
の妥当性）

清掃および除草業務については，平和公園の整備時に，地元と交わした覚書に基づいて,地元
の住民で構成される平和公園管理協力組合(三谷町・池田町の２組合)に業務委託している。

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

墓地環境を適切に維持していくため，事業を継続することが必要である。
なお，事業の実施に当たっては，適正な経費負担を求めていくこととする。

％ 99.78 99.81 99.76

857 1,001

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

平和公園墓園墓所の利用割合

効率指標
（事業費/活動指標） 総事業費 ／ 清掃等の実施回数 千円 892

Ｈ20年度

清掃等の実施回数 回 27 27 27
事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

千円

財源合計 23,672 千円 24,086 千円 23,140 千円 27,026 千円

24,491 千円

一般財源 0 千円 133 千円 0 千円 2,535

千円 千円

使用料・手数料等 23,672 千円 23,953 千円 23,140 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

23,140 千円 27,026 千円

財源

内訳

国県支出金 千円 千円

千円 1.0 人 7,601 千円

総事業費 23,672 千円 24,086 千円

人 7,601 千円 1.0 人 7,601

0 人 0 千円

人件費合計 1.0 人 7,601 千円 1.0

千円 0 人 0 千円

人 7,601 千円

その他 0 人 千円 0 人

千円 1.0 人 7,601 千円 1.0

千円

人
件
費

担当正職員 1.0 人 7,601 千円 1.0 人 7,601

1,601 千円

事業費合計 16,071 千円 16,485 千円 15,539 千円 19,425

千円 189 千円

その他 706 千円 730 千円 497 千円

役務費 270 千円 242 千円 258

千円

需用費 3,067 千円 2,996 千円 2,752 千円 3,765 千円

5,477 千円

委託料 6,735 千円 7,272 千円 6,698 千円 8,393

5,293 千円 5,245 千円 5,334 千円

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

報酬
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平和公園墓園管理事業について 

１ 平和公園について 

  平和公園は，高松市の中心部の南方約１０キロにある三谷町と池田町にまたがる場

所に位置し，市民が気軽に訪れることができる公園として，墓園のほか，遊歩道，休

憩所等の施設を設けた公園墓地として高松市が整備したものです。 
  約２０ヘクタールの敷地に，都市計画墓園として昭和４６年度から整備を進め，昭

和４９年６月以降，順次，貸し出しを行っています。 
  造成済みの墓所に係る使用者の募集，貸し出しは終わっており，現在は，貸し出し

後に返還があった墓所について，他の市営墓地の貸し出し墓所とあわせて，年１回程

度，使用者を募集し，貸し出しを行っています。 
  なお，使用者に対しては使用料のほか，受益者負担の観点から，５年毎に前納によ

り清掃手数料を徴収しています。 
 
○平和公園墓園の墓所数，貸付状況，使用料（平成２３年４月１日現在） 

区 分 
墓所の面積（１区画） 

合 計 
４㎡ ６㎡ 

墓所数 ５，１１５区画 ７３６区画 ５，８５１区画 
貸付数 ５，１０４区画 ７３４区画 ５，８３８区画 
貸付残数 １１区画 ２区画 １３区画 
使用料（永代） ２００，０００円 ４５０，０００円 － 
清掃手数料（５年毎） １０，５００円 １５，７５０円 － 

 
 ・合葬式墓地について 

  少子化，都市化の進展に伴い，死亡後のお墓の維持管理が困難となる人が増加して

いることから，このような場合に市民が利用できる新しい形の墓地として，平和公園

内に合葬式墓地を平成１６年度に整備し，平成１７年６月から貸出しを行っています。  
  この合葬式墓地は，お骨を，地下に設置された埋蔵室内の納骨壇（棚形式）で使用

許可日から２０年間（最大１０年まで延長可能）埋蔵し，その後は，他の使用者のお

骨とともに合葬室で永代に埋蔵するものです。参拝は，合葬式墓地の正面に献花台と

あわせて設けている参拝所で行えるほか，事前に申し込めば，埋蔵室で直接参拝する

こともできます。 
  １体用の納骨壇３００壇と夫婦用の２体用の納骨壇７２０壇の合計１，０２０壇を

整備しており，貸付状況は次のとおりです。生前の申込みを含め，使用申込みは随時

受け付けています。 
 
○平和公園墓園合葬式墓地の貸付状況（平成２３年４月１日現在） 

区 分 １体用（人数） ２体用（人数） 合  計 
納骨壇 ３００（３００） ３６０（７２０） ６６０（１，０２０） 
貸付数 １２８（１２８） １５８（３１６） ２８６（  ４４４） 

貸付残数 １７２（１７２） ２０２（４０４） ３７４（  ５７６） 
使用料 １００，０００円 ２００，０００円 － 
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２ 平和公園墓園管理事業の概要 

  本市では，市営墓地である平和公園墓園を適切に維持管理するため，ごみの収集処

理や通路等共用部分の清掃を定期的に実施するほか，施設の修繕等を，適宜行ってい

ます。 
また，管理事務所に非常勤嘱託職員を配置し，日常的な管理用務のほか，墓碑の建

立・撤去工事や納骨時の立会い等の業務を行っています。 
管理事業の内容は次のとおりですが，こうした管理事業を適切に行うことにより，

墓地環境の維持・適正化に努めています。 
 

（１）管理事業費の内訳（平成２２年度決算） 

主な事業費の内容 決算額（千円） 予算科目 
定期清掃，公衆便所清掃業務委託料（毎月２回） １，３７６ 

委託料 

除草業務委託料（年３回） ３，１８７ 
塵芥収集処理業務委託料 ５３１ 
植栽剪定業務委託料 ４８３ 
漏水調査業務委託料 １，１５５ 
その他委託料 ５４０ 
管理事務所の非常勤嘱託職員の報酬（４人） ５，２４５ 報酬 
除草剤等の消耗品購入費 ４５３ 

需用費 
電気，水道代 １，２０７ 
排水管修繕等の施設修繕料 １，２５６ 
その他需用費 ８０ 
電話使用料等 １０７ 

役務費 
公衆便所し尿汲取料等手数料 １３５ 
墓参バス運行に係るバス賃借料等 ３８５ 使用料及び賃借料 
墓所返還に伴う使用料返還 ２６６ 償還金 
その他 ７９ 共済費，旅費 

合  計 １６，４８５  
 
（２）事業の財源について 

管理事業の実施に当たっては，受益者負担の観点から，平和公園墓園の使用者か

ら清掃手数料，使用料の負担を求めており，事業に要する経費に充てています。 
 
○墓園使用料，清掃手数料等の収入状況（単位：千円） 

区  分 ２２年度 ２１年度 ２０年度 
墓園使用料 １１，１００ ９，２５０ １２，３５０ 
墓園清掃手数料 １２，６７３ １６，７００ １２，１０６ 
許可証再交付手数料等 １８０ １６５ ３５ 

合  計 ２３，９５３ ２６，１１５ ２４，４９１ 
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関連事業
（同一目的事業等）

児童扶養手当
子ども手当（児童手当）

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

１　根拠
　　「高松市市民福祉金支給条例」および「高松市市民福祉金支給条例施行規則」

２　目的（条例第１条）
　　母子家庭児等に対し，市民福祉金を支給することにより，福祉の増進を図る。
　
３　対象児童（支給要件）（条例第２条第４号）
　　義務教育修了前の児童で，
　　ア　父母またはそのいずれかが死亡もしくは３年以上生死が明らかでないもの
　　　　（ア該当）
　　イ　児童扶養手当の支給を受けている母または養育者の監護・養育を受けている
　　　　もの（イ該当）
　　＊　本市に引き続き１年以上住所を有することが必要である（条例第４条）。
　　＊　４月３０日現在で，上記の資格を有する必要がある（条例第６条第３項）。

４　支給金額（条例第６条第１項）
　　年額１５，０００円

５　支給時期（条例第６条第１項）
　　５月支給（年１回払い）
　　＊　５月支給後に受給資格を有した場合は，随時支給する（条例第６条第３項）。

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

　「遺児福祉金」として支給していたものを，生別母子との公平性の観点から，昭和５５年度から
「母子家庭児等福祉金」と名称を改め，支給範囲を拡大した。なお，児童１人につき年額１０，００
０円を支給していたが，母子家庭児等の福祉の増進のため，平成４年度から年額１５，０００円に
改定し支給している。

目　的
（何をどうするた

めに）
子育てをする母子家庭の経済的負担の軽減を図るため。

目　標
（何がどうなれば

達成か）
母子世帯の平均年収の増加等により，経済的な生活状況の満足度の向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

義務教育修了前の児童で，
ア　父母またはそのいずれかが死亡もしくは３年以上生死が明らかでないもの
イ　児童扶養手当の支給を受けている母または養育者の監護・養育を受けているもの

実施方法

根拠法令
高松市市民福祉金支給条例
高松市市民福祉金支給条例施行規則

担当課･係名
こども家庭課
こども福祉係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 母子家庭児等福祉金支給事業 事業開始年度 昭和５５年度

施策事業名 家庭・地域における子育て支援 担当局・部名
健康福祉部
こども未来局

事業番号３ 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 母子家庭児等福祉金支給事業 事業開始年度 昭和５５年度

事業番号３ 平成23年度

千円委託料・補助金　総額 0

千円

千円

千円

千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

補足説明資料を参照。

特記事項
(事業の沿革等)

補足説明資料を参照。

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

団体への支出根拠
（選定経過等、支出先

の妥当性）

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　母子家庭への経済的支援に一定程度貢献しており，また，母子福祉団体からは事業継続
を求められている。
　今後については，時代の変化に伴い多様化する市民(ひとり親家庭)のニーズに柔軟に対
応するため，事業について所期の目的を達成したかどうかの可否，他自治体の取組状況，
他の手当の支給状況等を検証し，行政効果や行政効率にも配慮しつつ，事業の整理合理化
を検討する。

人 5,272 5,130 5,112

22 24

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

受給児童数

効率指標
（事業費/活動指標） 総事業費 ／

母子家庭児等福祉金
支給対象者

千円 22

Ｈ20年度

母子家庭児等福祉金支給対象者 人 3,859 3,715 3,441
事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

千円

財源合計 80,506 千円 82,531 千円 80,122 千円 79,968 千円

千円

一般財源 80,506 千円 82,531 千円 80,122 千円 79,968

千円 千円

その他特財 千円 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

80,122 千円 79,968 千円

財源

内訳

国県支出金 千円 千円

千円 0.4 人 3,040 千円

総事業費 80,506 千円 82,531 千円

人 3,040 千円 0.4 人 3,040

人 千円

人件費合計 0.4 人 3,040 千円 0.4

千円 人 千円

人 3,040 千円

その他 人 千円 人

千円 0.4 人 3,040 千円 0.4

千円

人
件
費

担当正職員 0.4 人 3,040 千円 0.4 人 3,040

76,680 千円

事業費合計 77,466 千円 79,491 千円 77,082 千円 76,928

千円 248 千円

報償費 77,055 千円 79,080 千円 76,950 千円

役務費 411 千円 411 千円 132

千円

需用費 千円 千円 千円 千円

千円

委託料 千円 千円 千円

千円 千円 千円

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

報酬
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１ 母子家庭児等福祉金支給状況 

区分 H20 年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度予算 

該
当

児
童 

ア該当(人) 337 340 325 340 

イ該当(人) 4,775 4,790 4,947 4,797 

計(人) 5,112 5,130 5,272 5,137 

総支給額(円) 76,680,000 76,950,000 79,080,000 77,055,000 

 

２ 他市（中核市）の取組状況（市単独手当事業） 

  調査自治体 中核市４０市 

  回答自治体 ３６市（回答率：９０．０％） 

  調査時期  平成２３年６月 

  調査結果（本市を含む。） 

支給対象世帯 支給自治体数等 

父子家庭・母子家庭（すべて） ８市 

父子家庭・母子家庭（交通遺児等） ６市 

父子家庭・母子家庭（父または母が死亡） ２市 

父子家庭・母子家庭（父または母が障害） １市 

制度なし ２３市 

未回答 ４市 

＊ 複数の手当を支給している中核市がある。 

  

３ 児童扶養手当制度 

  支給対象 

   父母の離婚等により,父（母）と生計を同じくしていない１８歳になった後最初の３

月３１日までの児童等を養育している人 

  支給月額 

   所得額により異なる。 

４１，５５０円(児童 1 人全額支給の場合) 

  対象者数(平成２３年３月３１日現在) 

  ア 受給者数    ４，２０４人 

イ 受給対象児童数 ６，３７９人 

  所得制限 

   あり 

 

４ 児童扶養手当の支給状況 

区分 H20 年度 H21 年度 H22 年度 

母子家庭（世帯） 3,843 3,951 3,990 

父子家庭（世帯） － － 190 

養育者(祖父母)（世帯） 9 15 24 

計 3,852 3,966 4,204 

 ＊ 平成２２年度から，父子家庭も受給対象となった。 
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５ 母子家庭児等福祉金制度等の変遷 

区分(改正年度等) S47 年度 S53 年度 S55 年度 H4 年度 H23 年度 

名  称 遺児年金 遺児福祉金 母子家庭児等福祉金 

支給対象 死別父子・母子等 死別父子・母子および生別母子等 

支給年額 3,000 円 10,000 円 15,000 円 
児童扶養手当制度 4,300 円 21,500 円 29,300 円 38,220 円 41,550 円 

子ども手当

(児童手当)

制度 

支給

対象

児童 

第 3 子以降で 5

歳未満 

 

第 3 子以降で義務教育修了前 

 

第 1 子は 4 歳未

満 ,第 2 子以降

は 5 歳未満 

中学校修了前 

 

支給

月額 

3,000 円 5,000 円 5,000 円(第 1･2

子) 

10,000 円 (第 3

子～) 

13,000 円 

＊ 児童扶養手当制度は，昭和３７年１月(８００円)から実施(平成１１～１４年度は４２，３７０円)。 

＊ 児童扶養手当の支給月額は，児童１人全額支給の額。 

＊ 児童手当制度は，昭和４７年１月(第３子以降５歳未満で，３，０００円)から実施。 

＊ 児童手当における第１子，第２子等の数え方は，１８歳到達後の最初の３月３１日までの間にある児

童の出生順（ただし，支給対象となるのは，１２歳到達後の最初の３月３１日までの間にある児童）。 

＊ 子ども手当の平成２３年１０月分以降の取扱いは未定。 

６ ひとり親家庭に対する主な支援制度 

  ひとり親家庭等医療費助成事業(S54年度～)  母子福祉資金貸付金事業(H11年度～) 

  高等技能訓練促進費等事業(H16年度～)  自立支援プログラム策定事業(H19年度～) 

７ 母子世帯の収入・生活状況 

  世帯収入                            （単位：％） 

 
なし 

50 万未

満 

100 万未

満 

150 万未

満 

200 万未

満 

250 万未

満 

300 万未

満 

H17 年調査 6.8 6.5 15.1 20.8 15.9 14.3 7.3 

H21 年調査 5.8 4.7 11.2 21.8 19.1 16.6 7.4 

 350 万未

満 

400 万未

満 

450 万未

満 

500 万未

満 

500 万以

上 
無回答 

平均収入

(万円) 

H17 年調査 4.2 1.6 1.7 1.5 1.5 2.8 177.0 

H21 年調査 3.7 1.5 1.5 0.7 2.4 3.5 175.2 

＊ 「平成２１年度 香川県ひとり親家庭実態調査結果報告書」による 

＊ 父子家庭の平均年収は３２８．８万円（平成２１年調査） 

  生活状況                            （単位：％） 

 余裕が

ある 

やや余裕

がある 
普通 

やや苦

しい 
苦しい その他 無回答 

H17 年調査 0.6 1.4 19.1 37.3 39.7 0.8 1.2 

H21 年調査 0.3 1.3 17.1 34.8 45.2 0.3 1.0 

＊ 「平成２１年度 香川県ひとり親家庭実態調査結果報告書」による 

  困っていること，悩み 

  ア ひとり親になった当時                     （単位：％） 

生活費 仕事 住居 健康 医療費 家事 子ども 
相談相

手なし 
その他 なし 

80.1 40.9 24.5 15.8 5.7 9.5 39.0 10.1 1.4 2.3 

  イ 現在（子どものこと以外）                   （単位：％） 

生活費 仕事 住居 健康 医療費 家事 老後 
人間関

係 
再婚 

相談相

手なし 
その他 なし 

61.8 32.0 15.1 38.9 3.7 6.5 27.2 10.7 7.1 5.7 1.7 5.0 

＊ 「平成２１年度 香川県ひとり親家庭実態調査結果報告書」による 
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関連事業
（同一目的事業等）

市民トイレ設置事業
　民間施設のトイレ（丸亀町レッツなど8箇所）を，その管理者または所有者の善意によ
り，市民が気軽に利用できる「市民トイレ」として活用し，市民生活の利便と公衆衛生の
維持向上に寄与している。

■直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：民間企業・地元住民・シルバー人材センター等）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

１．公衆便所清掃および修繕
　公衆便所清掃については，市街地は建築物清掃業の登録業者で実績のある業者を集め，
見積徴取後，委託（３年間の長期継続契約）しているが，離島・僻地は業者委託を行うと
割高になるため，地元住民およびシルバー人材センター等に随意契約委託している。ま
た，修繕については，簡易なものは職員で対応しているが，職員で対応できないものにつ
いては，その都度，業者発注で対応している。

２．公衆便所浄化槽保守点検および清掃，身障用自動ドア保守点検，高松駅前広場公衆便
所緊急通報対応
　浄化槽保守点検（３年間の長期継続契約）・清掃，身障用自動ドア保守点検業務（３年
間の長期継続契約）および高松駅前広場公衆便所緊急通報対応については，それぞれの資
格・技術等を有する業者を集め，見積徴取後，委託している。

３．公衆便所し尿汲取りおよび用品の補充
　し尿汲取りについては，職員が確認後，随時，し尿運搬収集業の資格を有する業者に汲
取りを依頼している。
　また，トイレットペーパー等の用品補充については，公衆便所清掃を地元住民およびシ
ルバー人材センター等に委託しているところについては，環境総務課で用品を購入し，職
員が各委託者に送付している。

　なお，22年度において，老朽化し，また，市道上に立地していることから通行上支障が
生じていた扇町公衆便所の解体撤去を行った。23年度においては，老朽化し，倒壊の危険
性のある香西芝山第二公衆便所の建替えを行う予定である。

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

市民生活の利便と公衆衛生の維持向上を図る。

目　的
（何をどうするた

めに）
公共のトイレとして，市民の利用に供する。

目　標
（何がどうなれば

達成か）
現在設置している公衆便所を衛生的・効率的に維持管理すること。

対　象
（誰・何を対象に）

市民
（高松市内の必要と認める場所に設置した公衆便所（23箇所））

実施方法

根拠法令
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（昭和45年法律第137号）第5条第6項

担当課･係名
環境総務課
環境施設対策室

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 公衆便所管理事業 事業開始年度 昭和３９年度

施策事業名 環境保全活動の推進 担当局・部名 環境部

事業番号４ 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 公衆便所管理事業 事業開始年度 昭和３９年度

事業番号４ 平成23年度

千円委託料・補助金　総額 8,000

6,739 千円

1,099 千円

117 千円

45

委託料 公衆便所身障用自動ドア保守点検業務

委託料 高松駅前広場公衆便所緊急通報対応業務 千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

委託料 公衆便所清掃業務

委託料 公衆便所浄化槽保守点検・清掃業務

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

松山市（13），岡山市（6），倉敷市（24）…管理業務：直営　清掃業務等：委託　施設
修繕：その都度，業者発注
高知市（12）…指定管理（都市整備公社）
徳島市（0）　　　　　　　　　　　　　　　※（　）は，公衆便所数

特記事項
(事業の沿革等)

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
団体への支出根拠

（選定経過等、支出先
の妥当性）

事業内容のとおり

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　事業開始当初と比較し，市内にはスーパー・コンビニ等，市が設置している公衆便所以
外にも利用できる便所が増加しており，市が設置している公衆便所の必要性が希薄となっ
ている箇所もある。しかし，駅前公衆便所のように，多くの利用者がある公衆便所もある
ことから，今後は，各公衆便所の利用状況を見極め，廃止等を検討する。

％ 100 100 100

778 848

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

修繕実施比率

効率指標
（事業費/活動指標） 総事業費 ／ 公衆便所箇所数 千円 843

24

Ｈ20年度

公衆便所維持管理に関する修繕件数 件 21 14 15
事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

公衆便所箇所数 箇所 24 24

千円

財源合計 18,538 千円 20,220 千円 18,665 千円 20,343 千円

千円

一般財源 18,538 千円 20,220 千円 18,665 千円 20,343

千円 千円

その他特財 千円 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

18,665 千円 20,343 千円

財源

内訳

国県支出金 千円 千円

千円 0.7 人 5,321 千円

総事業費 18,538 千円 20,220 千円

人 5,321 千円 0.7 人 5,321

人 千円

人件費合計 0.7 人 5,321 千円 0.7

千円 人 千円

人 5,321 千円

その他 人 千円 人

千円 0.7 人 5,321 千円 0.7

千円

人
件
費

担当正職員 0.7 人 5,321 千円 0.7 人 5,321

470 千円

事業費合計 13,217 千円 14,899 千円 13,344 千円 15,022

千円 306 千円

その他 428 千円 422 千円 471 千円

役務費 323 千円 242 千円 263

千円

需用費 4,360 千円 6,067 千円 4,337 千円 4,660 千円

168 千円

委託料 7,938 千円 8,000 千円 8,105 千円 9,418

168 千円 168 千円 168 千円

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

報酬
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高松市公衆便所一覧表

大 小 障 計

1 片原町 3.91 2 1 0 3 下水道

2 天神前 24.61 3 2 1 6 下水道

3 栗林公園前 123.38 14 12 1 27 下水道

4 扇町（H22.10.1　廃止） 5.95 2 1 0 3 下水道

5 北浜町 4.95 1 2 0 3 下水道

6 福岡町東部 6.56 1 2 0 3 下水道

7 石清尾八幡神社内 20.80 3 3 1 7 下水道

8 姥ヶ池 17.71 3 2 1 6 下水道

9 朝日町 25.45 4 2 1 7 下水道

10 屋島山上 35.75 3 3 1 7 浄化槽

11 香西芝山第一 6.60 3 3 0 6 汲取

12 香西芝山第二 7.43 2 2 0 4 汲取

13 一宮 26.40 3 2 1 6 浄化槽

14 成合町 19.74 2 1 1 4 浄化槽

15 女木松原 10.16 2 2 0 4 浄化槽

16 女木鷲ヶ峰 32.80 3 3 0 6 浄化槽

17 男木町 15.93 1 1 1 3 浄化槽

18 男木町大井 18.83 1 1 1 3 浄化槽

19 高松駅前広場 58.56 6 4 2 12 下水道

20 高松市女木海水浴場 26.60 2 1 1 4 浄化槽

21 塩江町内場池横 6.55 2 2 0 4 浄化槽

22 塩江町相栗峠 31.12 3 2 0 5 汲取

23 庵治町鎌野 4.80 2 0 0 2 循環式

24 庵治町竹居 3.79 2 0 0 2 循環式

70 54 13 137
主な業務内容

（22年度実績）
業者 13 か所
協会等 3 〃
シルバー人材センター 2 〃
個人 6 〃

計 24 〃
21 件
9 回

46 〃
12 〃
56 〃
16 〃
28 〃 随時補充

女木町２６３３

男木町１９７９

ペーパー等用品補充

業者に依頼した件数
９か所（年1回）　

S41. 7.16 新築

S52. 7.19 建替

S35. 8.16  新築


９か所（2～4ヶ月に1回）
３か所（１ヶ所につき年４回）
高松駅前広場公衆便所
５か所　随時

うち１２か所は一括契約（清掃：週５回，1回／日），残り１か所は毎日，２回／日

清掃：週１～６回，１回／日
清掃：週２～３回，１回／日
清掃：週１～６回，１回／日

H10. 1.14  新築

市町村合併により取得

H14. 3.14  新築

市町村合併により取得

身障者用自動ドアの保守点検

緊急通報に対する出動件数
し尿汲取り

施設修繕
浄化槽の清掃
浄化槽の保守点検

清掃業務

S57. 6.30 新築

H 9. 3.28 建替

H 8. 3.29  新築


H13. 3.27  県より寄付採

納により取得

H13. 3.27  新築


H 5. 4. 1  新築

市町村合併により取得

H 6. 3.28  新築

市町村合併により取得

女木町４５３－１ 地先

塩江町５３０　地先

塩江町上西甲２５４７－２

H 6. 3.31  新築


H11. 3.31  新築


S44. 7.15 新築

H17.12. 9 改築

S47. 3.31 新築

H 8.10.11 建替

S29.11. 1 新築


S55. 3.19  新築


S38.10. 1 新築

H 4.  5  1 建替

S57. 3.29 新築

H 6.11.30 増築

H10. 3.31  新築


H 9.10. 1  新築


栗林町１－６－２５

扇町１－２１－１０

北浜町１２－１４

所在地 設置年月

S53. 6.30 新築

H 8. 3.29 建替

S43. 3.27 新築

H 2. 7.31 建替

S45. 3.27 新築

S63. 9.30 建替

S27. 4. 1 新築


片原町９－９

建物　面積

（㎡）
規　　模

様式Ｎｏ． 施設名称

番町５－１－１６

福岡町３－３４－８

宮脇町１－３０－３

宮脇町２－１２－１

朝日町１－１－５

屋島東町１７８０

香西北町２７５－３

庵治町４５１０－１２

庵治町５３３１－１

香西北町２７３－１

一宮町２８６－１

成合町１３３５－１

女木町２３５－１

男木町１３３－２

浜ノ町１番１９号
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関連事業
（同一目的事業等）

□直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　各森林組合，四国航空等）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

　松くい虫防除事業は，予防措置として面的にまとまりがある区域で，地形的要因や経
済性を考慮し，特別防除事業（空中散布事業）を実施しているほか，観光地である屋島
や女木島等の条件の整った地区では樹幹注入事業を実施している。
　また，被害拡大防止措置として，感染源となる松くい虫被害木について伐倒駆除事業
を鬼無・下笠居地区を中心に実施し，松林の保全に努めている。

22年度業務委託決算額
　空中散布地上作業（49ha)  　    1,407千円
　空中散布航空作業（49ha)　      1,344千円
　空中散布被害防止対策（養蜂群） 　284千円
　伐倒駆除事業（油剤)　 200㎥　  2,562千円
　伐倒駆除事業（くん蒸）100㎥　  1,974千円
　樹幹注入　            921本　  2,982千円
　枯損木除去　　        260㎥  　2,056千円

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

　松くい虫防除事業は，森林資源と豊かな緑を確保するため，森林病害虫等防除法に基づき，
地区実施計画・自主事業計画を策定し，特に重要な松林を特定し，松くい虫防除を計画的に実
施している事業である。

目　的
（何をどうするた

めに）

　本市に広く分布している松林は，山地災害の防止をはじめ，水資源のかん養，保健休
養，景観保全など森林の有する多面的な公益的機能の発揮に貢献している。
　松くい虫防除事業は，松くい虫を早期に，駆除し，そのまん延を防止し，もって松林
の保全を図ることを目的としている。

目　標
（何がどうなれば

達成か）

　防除事業が限定的な実施であり，松くい虫被害の根絶は困難であるが，特定した松林につい
て，継続的に防除や駆除を実施することにより，松くい虫被害を防止し，松林の維持・保全を図
る。

対　象
（誰・何を対象に）

　自主事業計画で，下笠居・鬼無地区，屋島地区，国分寺町鷲ノ山地区，女木島地区お
よび男木島地区の松林を対象松林に定めている。

実施方法

根拠法令 森林病害虫等防除法 担当課･係名
農林水産課
農林改良係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 松くい虫防除事業 事業開始年度 昭和４９年度

施策事業名 農林水産業の振興 担当局・部名 産業経済部

事業番号５ 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 松くい虫防除事業 事業開始年度 昭和４９年度

事業番号５ 平成23年度

伐倒駆除（油剤・くん蒸） ㎥ 300 290 250

千円委託料・補助金　総額 13,086

3,035 千円

2,533 千円

2,982

委託料 枯損木除去等

委託料 樹幹注入 千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

委託料 空中散布地上作業，空中散布航空作業，被害防止対策事業

委託料 伐倒駆除事業（油剤)，伐倒駆除事業（くん蒸） 4,536 千円

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

香川県内の状況（空中散布101ha，地上散布89.5ha，伐倒駆除1212.3㎥，樹幹注入4,281
本）

特記事項
(事業の沿革等)

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

団体への支出根拠
（選定経過等、支出先

の妥当性）

地方自治法施行令第１６７条の２各号に基づく随意契約
特別防除事業（地上作業），伐倒駆除事業，樹幹注入事業については，業務の専門性・実績等を
考慮の上，複数の森林組合から見積を徴取し，委託先を決定。
特別防除事業（航空作業）については，県内で唯一の航空会社（事業実施可能）を委託先に決
定。
被害防止対策事業については，危被害が想定される養蜂家が加入している養蜂組合を委託先
に決定。

伐倒駆除事業実施率 ％ 59 41 53

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　事業実施地区においては一定の成果を得ており松林の保全が保たれているが，松くい
虫の被害は依然として発生しており，防除を中止した場合は，散発している松枯れが，
付近一面に広がる恐れがあるため，適正規模で継続して実施する必要がある。

％ 100 100 100

樹幹注入事業実施率 ％ 100 100 100

4 4

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

空中散布事業実施率

樹幹注入費 ／ 樹幹注入本数 千円 5

効率指標
（事業費/活動指標）

枯損木除去費 ／ 除去木の体積 千円

100

樹幹注入 本 921 240 1600

Ｈ20年度

松くい虫防除空中散布区域面積 ｈａ 49 49 49

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

枯損木除去 ㎥ 260 95

千円

財源合計 20,316 千円 19,969 千円 14,952 千円 20,082 千円

0 千円

一般財源 13,576 千円 13,693 千円 10,367 千円 14,023

千円 千円

森林整備事業基金 1,000 千円 1,000 千円 223 千円

4,362 千円 6,059 千円

地方債 千円 千円

14,952 千円 20,082 千円

財源

内訳

国県支出金 5,740 千円 5,276 千円

千円 0.9 人 6,841 千円

総事業費 20,316 千円 19,969 千円

人 6,841 千円 0.6 人 4,561

人 千円

人件費合計 0.9 人 6,841 千円 0.9

千円 人 千円

人 6,841 千円

その他 人 千円 人

千円 0.6 人 4,561 千円 0.9

千円

人
件
費

担当正職員 0.9 人 6,841 千円 0.9 人 6,841

0 千円

事業費合計 13,475 千円 13,128 千円 10,391 千円 13,241

千円 0 千円

その他 0 千円 0 千円 0 千円

需用費 5 千円 0 千円 0

千円

旅費 30 千円 19 千円 23 千円 27 千円

26 千円

委託料 13,384 千円 13,086 千円 10,345 千円 13,188

56 千円 23 千円 23 千円

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

報償費

16 21 22

特別防除事業費 ／ 空中散布区域面積 千円 112 112 113

22 22伐倒駆除事業費 ／ 駆除木の体積 千円 20
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松くい虫防除事業について 

●事業の目的 

本市に広く分布している松林は，山地災害の防止をはじめ，水資源のかん養，保健休養， 

景観保全など森林の有する多面的な公益的機能の発揮に貢献している。 

松くい虫防除事業は，松くい虫を早期に，駆除し，そのまん延を防止し，もって松林の 

保全を図ることを目的としている。 

●事業の沿革 

・昭和 25 年 「森林病害虫等防除法」が昭和 25 年 4 月に施行される。 

・昭和 52 年 松くい虫被害が増加したため，昭和 52 年 4 月に「松くい虫防除特別措置 

法」が制定され，これに基づき知事が策定した「県松くい虫防除実施計画」 

により，高松市内の屋島，紫雲山，鬼無，下笠居，古高松・前田，雌雄 

島，堂山，三谷において 726ha の空中散布を実施した。 

・昭和 57 年「松くい虫防除特別措置法」が改正され，「松くい虫被害対策特別措置法」 

が制定され，県と市町が一体となって防除を実施した。 

・平成 9 年 「松くい虫被害対策特別措置法」が 3 月末で期限切れとなり，「森林病害虫 

等防除法の一部を改正する法律」が 4 月に施行され，県と市町の計画を盛り 

込んだ「松くい虫被害対策事業推進計画」を策定して防除を実施した。 

・平成 19 年「松くい虫被害対策事業推進計画（第 3 次）」（現行）を策定し，防除を実 

施。 

●高松市の松くい虫防除対策対象松林 

高松市の総面積 37,514ha のうち森林面積は 14,106ha である。そのうち松林面積は

2,524ha あり，対象松林は 222ha である。 

●県内事業の実施状況（平成２２年度） 

区分 市町事業 
（ ）は高松市 県営事業 国・県 

共同事業 合計 

特別防除 
（空中散布） 

101ha 

（49ha） 
－ － 101ha 

樹幹注入 
（薬剤本数） 

1,490 本 

(921 本) 
2,791 本 － 4,281 本 

地上散布 40.5ha 14ha 35ha 89.5ha 

伐倒駆除 
（油剤） 

618.6 ㎥ 

(200 ㎥) 
－ － 618.6 ㎥ 

伐倒駆除 
（くん蒸） 

126 ㎥ 

(100 ㎥) 
－ 266.8 ㎥ 392.8 ㎥ 

伐倒駆除 
（乳剤） 64.8 ㎥ － － 64.8 ㎥ 

特別伐倒駆除 66.7 ㎥ 69.4 ㎥ － 136.1 ㎥ 
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●事業の区分 

事業区分 内  容 高松市 

特別防除 

（空中散布） 

松くい虫の発生時期に航空機を利用して樹冠部に薬剤散

布する。空中散布は重要な松林の保全や被害拡大防止のた

めの広域的な防除を図る効率的な方法である。 

国分寺 

樹幹注入 

冬期間に健康な松の樹幹に小孔（直径 6mm，深さ 5cm）を

あけて薬剤を注入し，松くい虫の発生前に樹冠全体に浸

透・移行分布させる方法で，極めて予防効果が高い。1 回

の注入で 4～5 年間の予防効果が確保され，周辺環境への影

響がないため，神社・仏閣，公園・街路樹，観光地の松

林，銘木などの貴重木に使用されている。実施コストは高

い。 

女 木 

屋 島 

地上散布 

松くい虫の発生時期に動力噴霧機を用いて樹冠部に薬剤

散布する。周辺への飛散が少ないため住宅地周辺など小面

積の防除に適している。 

― 

伐倒駆除 

（油剤） 

被害木を伐倒・玉切りして，枝条を含めて油剤を散布

し，被害木からの拡大を防止する。 
国分寺 

伐倒駆除 

（くん蒸処理） 

被害木を伐倒・玉切りして，枝条まで集積してビニール

で被覆薫蒸する方法で，松くい虫に 100％の駆除効果があ

るため全国的に最も多く使用されている。 

鬼 無 

下笠居 

伐倒駆除 
（乳剤） 

被害木を伐倒・玉切りして，枝条を含めて乳剤を散布

し，被害木からの拡大を防止する。 
― 

特別伐倒駆除 
被害木を破砕しチップ化または焼却する方法で，被害材

内の幼虫の完全駆除ができる。 
― 

枯損木除去 
松くい虫被害等による枯損木を伐採し，倒木による二次

被害を防止する。 
塩江他 

 ＊被害の状況，地理的要因，当該松林の有する機能や経済性等を総合的に勘案し，最

適な防除方法を選定している。 

●22 年度状況 

事業項目 数量 金額 

松くい虫薬剤特別防除事業 【国分寺】 

（空中散布地上作業）〔県単補助 1/2〕 
49ha 1,407 千円 

松くい虫薬剤特別防除事業 【国分寺】 

（空中散布航空作業）〔県単補助 1/2〕 
49ha 1,344 千円 

松くい虫薬剤特別防除事業 【国分寺】 

（空中散布被害防止対策）〔県単補助 1/2〕 
1 式 284 千円 

伐倒駆除事業（油剤)    【国分寺】 

〔県単補助 1/2〕 
200 ㎥ 2,562 千円 

伐倒駆除事業（くん蒸）  【鬼無・下笠居】 

〔県単補助 1/2〕 
100 ㎥ 1,974 千円 

樹幹注入（薬剤本数）   【女木・屋島】 

〔県単補助 1/2〕 
921 本 2,982 千円 

枯損木除去 260 ㎥ 2,056 千円 

その他  519 千円 

計  13,128 千円 
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関連事業
（同一目的事業等）

　なし

■直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：高松市立駐車場等管理共同企業体）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

　本事業は，自転車を近距離公共交通機関の１つとして位置づけ，市街地中心部の主要
な鉄道駅など多くの利用者が見込まれる施設にレンタサイクルポート（以下「ポート」
という。）を設置しネットワーク化することにより，１台の自転車を複数の利用者が相
互利用し，自転車の総量を抑制し，駐輪場の有効活用および市街地中心部における放置
自転車を減らすための方策として平成１３年５月から事業を開始した。
　利用者にはワンコイン(１００円)で２４時間利用できる手軽さが受け，通勤通学者は
もとより観光客にも多数利用されている。
　ポートの管理については，有料自転車駐車場等の管理業務と密接不可分なため，指定
管理者に委託し効率的な管理を図っている。
　また，平成２３年度には，自転車に設置したICタグ（商品などに貼付し、電波の送受
信により商品の識別、管理などに利用される小型の装置）と利用カード［磁気およびIC
カード（イルカカード）］を使用する新システムの導入により，受付を介さずに利用で
き，各レンタサイクルの一元管理を実現させ，利便性の向上と利用促進による収入増を
図るとともに，管理業務の簡素化と一部無人化により経費の削減を目指している。

　○レンタサイクル台数：1,250台
　○レンタサイクルポート：７箇所

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

　本市では，平坦な地形と温暖少雨気候から，手軽で便利な環境にやさしい乗り物として子供か
ら高齢者まで幅広く自転車が利用されている。しかし，駅周辺や市街地中心部においては，これ
まで放置自転車問題に悩まされてきた。　このため，平成１１年３月に策定した「自転車等駐車対
策総合計画」において，公共交通機関と密接に結びつけた新たな都市交通手段として，既存の
駐輪場等を有効活用したレンタサイクルシステムを研究課題として盛り込み，社会実験を経て平
成１３年度から本格実施に至った。

目　的
（何をどうするた

めに）

　自転車利用の環境づくりを進めるため，環境負荷が少なく，機動性に優れた都市内近
距離交通手段として，自転車を複数の利用者が相互利用できるコミュニティレンタサイ
クル事業を実施し，地域交通の利便性を向上させるとともに自転車の放置防止を図る。

目　標
（何がどうなれば

達成か）

　安全で快適に利用できる環境が整うことで，機動性にすぐれ環境にもやさしい自転車が，都市
交通において有効な手段として定着すること。

対　象
（誰・何を対象に）

　市街地中心部における主要鉄道駅利用者等（JR高松駅，JR栗林駅，琴電高松築港駅，
琴電片原町駅，琴電瓦町駅，琴電栗林公園駅）

実施方法

根拠法令 高松市レンタサイクル条例 担当課･係名
まちなか再生課
事業係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 レンタサイクル事業 事業開始年度 平成１３年度

施策事業名 自転車利用の環境づくり 担当局・部名 都市整備部

事業番号６ 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 レンタサイクル事業 事業開始年度 平成１３年度

事業番号６ 平成23年度

千円委託料・補助金　総額 37,847

37,847 千円

千円

千円

千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

委託料 レンタサイクルポート管理業務委託（7箇所）

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

○コミュニティサイクル実施中核市：盛岡市，宇都宮市，富山市（4/32都市）
○社会実験実施中核市：金沢市ほか６市(7/32都市)
○観光地等のレンタサイクル：全国事例多数あり

特記事項
(事業の沿革等)

○使用する自転車は，放置自転車を再利用したリサイクル自転車
○平成２３年度から，ICタグを利用した新システムを導入し，３ポートを無人化
○平成２４年度総事業費(予定)：約52,100千円⇒約8,500千円縮減⇒約193円/件

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

団体への支出根拠
（選定経過等、支出先

の妥当性）

　ポートの管理については，有料自転車駐車場等の管理業務と密接不可分なため，その指定管
理者に委託することにより，効率的な管理と経費の低減を図っている。

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　本事業は，公共交通機関の補完と放置自転車の防止を目的とした事業であるが，現在
では市民の手軽な近距離交通手段として定着するとともに，市外・県外からの来訪者の
利用も多くなっており，市が進めている自転車を利用した都市づくりの観点からも，重
要な事業となっている。今後は，平成２３年度から導入した新システムにより，利便性
の向上と経費の削減に努めていく必要がある。

台 5,338 5,372 6,266

258 237

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

放置自転車撤去台数（禁止，整理区域）

効率指標
（事業費/活動指標） 総事業費 ／ 利用件数 円 259

Ｈ20年度

レンタサイクル利用件数（契約件数） 台 262,905 264,566 271,644
事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

千円

財源合計 60,600 千円 68,153 千円 68,278 千円 64,369 千円

29,702 千円

一般財源 30,596 千円 39,657 千円 39,159 千円 34,667

千円 千円

使用料 30,004 千円 28,496 千円 29,119 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

68,278 千円 64,369 千円

財源

内訳

国県支出金 千円 千円

千円 2 人 15,202 千円

総事業費 60,600 千円 68,153 千円

人 15,202 千円 2 人 15,202

人 千円

人件費合計 1 人 7,601 千円 2

千円 人 千円

人 15,202 千円

その他 人 千円 人

千円 2 人 15,202 千円 2

千円

人
件
費

担当正職員 1 人 7,601 千円 2 人 15,202

千円

事業費合計 52,999 千円 52,951 千円 53,076 千円 49,167

千円 3,586 千円

その他 千円 0 千円 0 千円

使用料及び賃借料 1,257 千円 3,115 千円 3,770

千円

需用費，役務費 1,488 千円 3,026 千円 2,706 千円 2,455 千円

8,981 千円

委託料 41,146 千円 37,847 千円 37,724 千円 34,145

9,108 千円 8,963 千円 8,876 千円

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

報酬，共済費
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■利用時間（貸出・返却受付時間） 

 
 
 
■利用料金 

利用種別 利用期間 
利用料金 

 一 般 学 生 

 
定期利用 

１ヶ月 2,000 円 1,800 円 
 ３ヶ月 5,500 円 5,000 円 
 一時利用 ２４時間 100 円 
 

■利用対象者 

 
 
 
 
 

■定期発行・更新 

レンタサイクル定期更新機の設置ポートにて手続きを行ってください。 

※定期更新機による更新受付は期限の前後１週間以内です。期間を過ぎての更新は定期更

新機設置ポートの窓口で受付けます。次の３ポートにて手続きを行ってください。  
 
 
 
 
■自転車について 

 
 
 
 
■レンタサイクルの利用上の注意事項 

レンタサイクルは皆様のご協力により運営されています。ルールを守り，適正に利用してください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レレンンタタササイイククルル利利用用案案内内  

午前７時～午後１０時（※南部ポートのみ 午前７時３０分～午後１０時） 
なお，午後１０時を過ぎた場合は翌日の返却になりますのでご注意ください。 

中学生以上で，自転車を安全に運転できる人。 

※申請時に，住所・氏名・生年月日等が確認できるもの（免許証等）が必要です。  
※高松市条例等の規則を遵守してください。 
※はじめて利用される方は，利用案内書『はじめてレンタサイクルを利用される方へ』を 

必ずお読みください。 

○在庫車両がなくお待ちいただく場合があります。 

○自転車のサイズは２４または２６インチです。自転車の後部荷台および幼児用座席

等はありません。 

 自転車の点検整備には万全を期するよう努めていますが，利用前には，必ず各自で再点検

（ハンドル・ブレーキ等）し，不備等があれば管理センターにお申し出ください。 

 走行中に異常を感じた場合は，ただちに乗車を中止しその旨を管理センターまで連絡し指

示を受けてください。利用者による修理等経費は利用者負担とさせていただきます。 

 利用中に発生した事故等については，一切の責任を負いません。 

 レンタサイクルをポートに返却・駐輪する時は，施錠しないでください。 

 利用期間中の安全対策および盗難防止は，各自で適正に行ってください。（ポ―ト以外の場

所で自転車から離れる場合は，ただちに短時間でも必ず施錠してください。） 

※盗難された時は，ただちに管理センターに連絡し指示を受けてください。その際の警察へ

の連絡等は利用者各自で行ってください。 

※高松市内には駐輪禁止区域が設けられています。路上等への放置により自転車を撤去さ

れた場合は，利用者の責任において自転車保管所へ行き，移送・保管手数料（1,500 円）

を支払い，車両の返還を受けた上でポートに返還していただきます。 
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■禁止事項 

次の行為をされた方は，損害の賠償やレンタサイクルの利用を制限（停止）することがあります。 

 
 
 
 
 
 
 
■自転車を安全に利用するために 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○駐車施設および付属施設，自転車，備品等に損害を与える行為 
○自転車および利用の権利を譲与，転貸する行為 
○発火性，引火性等危険な物品および悪臭を発するようなものを持ち込む行為 
○レンタサイクルを放置する行為 
○定められた利用期間を遵守しない行為 
○上記の他，レンタサイクルポートの管理運営に支障となる行為 

 

高松市レンタサイクル事業イメージ図 

○自転車は車道通行が原則，歩道通行は例外 
○車道は左側を通行 
○歩道は歩行者優先で，車道寄りを徐行 
○ルール・マナーを守る 
  夜間ライト点灯，交差点での信号遵守 
  飲酒運転・二人乗り・並走・傘さし運転 

ヘッドホン・携帯電話の使用は禁止 

【高松駅ポート】 
有人：550 台 

管理センター 
●自転車所在管理 
●ポート在庫管理 
●貸出返却管理 
●修理情報管理 
●利用者データ管理 
●ポート間移動情報 

【片原町駅ポート】 
無人：50 台 

【栗林駅ポート】 
無人：80 台 

【瓦町駅ポート】 
有人：430 台 

【南部ポート】 
有人：20 台 

【栗林公園駅ポート】 
有人：70 台 

【市役所ポート】 
無人：50 台 

高松市駐輪場／レンタサイクルネットワーク 
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関連事業
（同一目的事業等）

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

　火災発生時の初期消火や消防活動に支障が生じないよう，水道管の整備に合わせて，適
切な場所に消火栓を計画的に整備するとともに，消火栓に偏ることのないよう，必要な場
所に防火水槽を計画的に整備し，有効な消火活動が行えるよう維持管理を行っている。
　また，大規模災害発生時における消防水利を確保するため，耐震性防火水槽についても
計画的に整備している。

○平成２３年４月１日現在　消防水利設置状況
　①消火栓　　公設 7293ヶ所
　　　　　　（私設  325ヶ所）
　②防火水槽　公設　飲料水兼用　100㎥　6ヶ所
　　　　　　　　　　　　〃　　　 60㎥　3ヶ所
　　　　　　　　　　耐震性　　　 60㎥ 65ヶ所
　　　　　　　　　　40㎥以上　　　 　542ヶ所
　　　　　　　　　　40㎥未満　　　　　40ヶ所
　　　　　　（私設　40㎥以上　　　   390ヶ所（飲料水兼用100㎥１基含む））
　　　　　　　　　（40㎥未満　　　  　27ヶ所）

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

　消防法第２０条において，消防に必要な水利施設は，市町村が設置し，維持管理すると規定さ
れており，また，消防法に基づき「消防水利の基準」が定められている。

目　的
（何をどうするた

めに）
消火栓および防火水槽を設置し，有効な初期消火および消火活動ができるようにする。

目　標
（何がどうなれば

達成か）
市民の生命，身体および財産を火災から保護するとともに，被害を軽減する。

対　象
（誰・何を対象に）

高松市域

実施方法

根拠法令 消防法 担当課･係名
消防防災課
防災係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 消防水利整備事業 事業開始年度 昭和２３年頃

施策事業名 消防体制の整備 担当局・部名 消防局

事業番号７ 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 消防水利整備事業 事業開始年度 昭和２３年頃

事業番号７ 平成23年度

千円

委託料・補助金　総額 0 千円

千円

千円

千円

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

団体への支出根拠
（選定経過等、支出先

の妥当性）

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

消火栓や防火水槽などの消防水利の整備については，消防法に規定されており，また，震
災による大規模災害発生時や，火災発生時における被害を軽減するためには必要不可欠で
あり，今後とも計画的に整備する。

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

全国消火栓設置数　　平成20年：1,595,385　平成21年：1,618,200　平成22年：
1,647,374
全国防火水槽設置数　平成20年：  353,494　平成21年：  357,152　平成22年：
361,712

特記事項
(事業の沿革等)

Ｈ21年度 Ｈ20年度

火災損害額（暦年） 千円 358,318 306,801 302,662

防火水槽設置数 千円 8,326 21,998 7,856

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度

67

Ｈ20年度

防火水槽設置数 基 3 5 4

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

消火栓設置数 個 65 50

千円

財源合計 45,130 千円 47,402 千円 128,943 千円 53,502 千円

5,600 千円

一般財源 20,629 千円 23,901 千円 27,139 千円 26,405

千円 10,300 千円

ＪＲＡ整備事業 千円 千円 千円

30,204 千円 11,197 千円

地方債 12,600 千円 11,600 千円 71,600

128,943 千円 53,502 千円

財源

内訳

国県支出金 11,901 千円 11,901 千円

千円 1 人 7,601 千円

総事業費 45,130 千円 47,402 千円

人 7,601 千円 1 人 7,601

人 千円

人件費合計 1 人 7,601 千円 1

千円 人 千円

人 7,601 千円

その他 人 千円 人

千円 1 人 7,601 千円 1

千円

人
件
費

担当正職員 1 人 7,601 千円 1 人 7,601

45,901 千円

事業費合計 37,529 千円 39,801 千円 121,342 千円 45,901

千円 千円

工事請負費 37,529 千円 39,801 千円 121,342 千円

役務費 千円 千円

千円

需用費 千円 千円 千円 千円

千円

委託料 千円 千円 千円

千円 千円 千円

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

報酬

227 216
効率指標

（事業費/活動指標）

消火栓事業費 ／ 消火栓設置数 千円 228

防火水槽事業費 ／
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○消防法（抜粋） 

第 20条 消防に必要な水利の基準は，消防庁がこれを勧告する。 

２ 消防に必要な水利施設は，当該市町村がこれを設置し，維持し及び管理するものとする。但し，水

道については，当該水道の管理者が，これを設置し，維持し及び管理するものとする。 

 

○消防水利の基準（抜粋） 

消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 20条第 1項の規定に基づき，消防水利の基準を次の

ように定める。 

第１条 この基準は，市町村の消防に必要な最少限度の水利について定めるものとする。 

第２条 省略 

２ 前項の消防水利を例示すれば，次のとおりである。 

 消火栓 

 私設消火栓 

 防火水そう 

 プール 

 河川，溝等 

 濠，池等 

 海，湖 

 井戸 

 下水道 

第３条 消防水利は，常時貯水量が 40㎥以上又は取水可能水量が毎分１㎥以上で，かつ，連

続 40分以上の給水能力を有するものでなければならない。 

２ 消火栓は，呼称 65 の口径を有するもので，直径 150ｍｍ以上の管に取り付けられていな

ければならない。ただし，管網の一辺が 180ｍ以下となるように配管されている場合は，75

ｍｍ以上とすることができる。 

３ 省略 

第４条 消防水利は，市街地（消防力の整備指針（平成 12年消防庁告示第１号）第２条第１

号に規定する市街地をいう。以下本条において同じ。）又は準市街地（消防力の整備指針

第２条第２号に規定する準市街地をいう。以下本条において同じ。）の防火対象物から一

の消防水利に至る距離が，別表に掲げる数値以下となるように設けなければならない。 

２ 市街地又は準市街地以外の地域で，これに準ずる地域の消防水利は，当該地域内の防火

対象物から一の消防水利に至る距離が，140ｍ以下となるように設けなければならない。 

３ 前二項に定める配置は，消火栓のみに偏することのないように考慮しなければならない。 

第５条 消防水利が，指定水量（第３条第１項に定める数量をいう。）の 10倍以上の能力が

あり，かつ，取水のため同時に５台以上の消防ポンプ自動車が部署できるときは，当該水

利の取水点から 140ｍ以内の部分には，その他の水利を設けないことができる。 

第６条 消防水利は，次の各号に適合するものでなければならない。 

 地盤面からの落差が 4.5ｍ以下であること。 

 取水部分の水深が 0.5ｍ以上であること。 

 消防ポンプ自動車が容易に部署できること。 

 吸管投入孔のある場合は，その一辺が 0.6メートル以上又は直径が 0.6ｍ以上であるこ

と。 

第７条 省略 
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１ 消火栓の種類 

    
 
２ 消火栓の標識 

  
 
３ 防火水槽と標識 

    
 
４ 水利点検と取水方法（例） 
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関連事業
（同一目的事業等）

■直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：㈱ニチイ学館　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

　診療報酬請求の専門的知識を要する業務を始め，窓口，会計事務，カルテ・フィルム管
理業務，入院説明，紹介患者受付事務など，定型的な業務についても，民間業者に委託し
ている。
　一方，正職員は管理職を含め７名で，診療収入の集計業務，診療費の未収金回収業務，
院内情報システム管理業務，保守契約業務などの業務を行っている。

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

　病院事業の収入の根幹となる診療報酬や予防接種，健康診断などの収入を確保するため，窓
口での受付・会計業務，診療報酬等の請求業務などの医事業務が必要である。

目　的
（何をどうするた

めに）

　窓口での受付や会計業務，診療報酬等の請求業務などの医事業務を，適正かつ正確に行
うとともに，医事業務にかかる人件費の縮減を行う。

目　標
（何がどうなれば

達成か）

　診療報酬請求に関する専門的な業務，および外来等窓口や特定健診の受付業務，会計・料金
徴収などの業務を外部委託し，診療報酬等の請求，会計窓口での患者負担金の徴収が確実に
行われること，ならびに外部委託により正職員を減員することにより医事業務にかかる人件費を
節減することを目標とする。

対　象
（誰・何を対象に）

医事課業務
(現行の委託業務‥‥診療報酬請求業務・会計・外来等窓口業務・カルテ，フィルム管理
業務，など)
(今後の委託業務‥‥診療業務統計，未収金回収業務など)

実施方法

根拠法令
地方公営企業法
高松市病院事業の設置等に関する条例

担当課･係名 医事課

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 高松市民病院医事業務委託事業 事業開始年度 平成５年度

施策事業名 医療体制の充実 担当局・部名 病院局市民病院

事業番号８ 平成23年度

患者数 ２０年度 ２１年度 ２２年度

入院 延べ ９７，４１７人 ８９，９７２人 ９０，８４６人

外来 〃 １５６，９５３人 １５０，６５３人 １５１，８６３人
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 高松市民病院医事業務委託事業 事業開始年度 平成５年度

事業番号８ 平成23年度

千円委託料・補助金　総額 125,698

125,698 千円

千円

千円

千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

委託料 医事業務に要する委託費

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

他の自治体病院においても，医事業務の外部委託化が進んでいる。

特記事項
(事業の沿革等)

※DPCとは，入院時の主たる病名別に一日あたりの医療費を算出する方式であり，従来の
診療行為を積み上げる方式に比べて，実際の医療コストを確認し，主な病名を判定する為
の担当者が必要となる。

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

団体への支出根拠
（選定経過等、支出先

の妥当性）

　平成１７年度以前は２社による競争入札を行っており，主に入院業務と，主に外来業務として，
業務範囲を分けて，それぞれ１社ずつが落札していた。　平成１８年度からは，コスト削減のため
一括して委託することとし，毎年入札参加名簿の事業者２社へ入札参加への説明会案内を行っ
ているが，１社からは辞退届けの提出があり，最終的に入札にいたるのは，１社となっている。

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　平成５年度に入院にかかる医事業務を外部委託した後，一部の外来にかかる医事業務を
始めとして外部委託としているが，今後においてもさらに拡大することを検討する。

円 28 25 28

(医業収益÷総事業費)

771 677

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

医事収益の人件費効率

効率指標
（事業費/活動指標） 総事業費 ／ 延べ患者数 円 768

Ｈ20年度

延べ患者数 人 242,709 240,625 254,370
事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

千円

財源合計 178,905 千円 186,506 千円 185,481 千円 172,083 千円

千円

一般財源 178,905 千円 186,506 千円 185,481 千円 172,083

千円 千円

その他特財 千円 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

185,481 千円 172,083 千円

財源

内訳

国県支出金 千円 千円

千円 8 人 60,808 千円

総事業費 178,905 千円 186,506 千円

人 60,808 千円 8 人 60,808

人 千円

人件費合計 7 人 53,207 千円 8

千円 人 千円

人 60,808 千円

その他 人 千円 人

千円 8 人 60,808 千円 8

千円

人
件
費

担当正職員 7 人 53,207 千円 8 人 60,808

千円

事業費合計 125,698 千円 125,698 千円 124,673 千円 111,275

千円 千円

その他 千円 千円 千円

役務費 千円 千円

千円

需用費 千円 千円 千円 千円

委託料 125,698 千円 125,698 千円 124,673 千円 111,275

(委託業務拡大） （ＤＰＣ委託開始）

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

37



高松市民病院医事業務委託事業 
 

１ 医事課業務の概要 

 ・受付窓口業務(診察・健診など) 
・カルテ・レントゲンフィルムの保管および取り出し業務 

 ・診療費の会計業務 
 ・入院時の説明業務                   委託済み 
 ・かかりつけ医からの紹介患者受付業務 
 ・診療報酬請求書(レセプト)作成業務 
 ・DPC 算定の支援業務 
 
 ・院内情報システムの保守業務 
 ・診療件数等の各種統計業務 
 ・診療費の未収金回収業務  

・院内情報システム，健診等の契約業務 
・施設基準届け等の厚生労働省への届出業務 

etc 
  
 

２ これまでの経過 

 高松市民病院の医事課業務について，平成４年度までは正職員１６人と非常勤職員数名

で行っていた。特に診療費の会計業務および診療報酬請求書（レセプト）作成業務につい

ては，市職員(正職員)が専門的な研修を受けず業務に従事し，診療報酬に関する知識・能

力の不足から，請求誤りが多く，その修正・再請求に多くの時間と労力を要していた。 
 平成５年度より，医事課業務のうち，会計業務および診療報酬請求書（レセプト）作成

業務を始め受付窓口業務，カルテ・レントゲンフィルムの保管および取り出し業務などを，

専門業者に外部委託とし，正職員を８人に減員した。 
 平成６年度以降，外来診療科の窓口業務や入院時の説明業務，DPC 導入による診療費

算定支援，また，かかりつけ医からの紹介患者受付業務など，順次委託業務を拡大してき

ており，平成２３年度からさらに正職員を減員し７人とした。 
 
 

３ 業務委託の成果 

 （1）平成５年以前の診療費の会計業務および診療報酬請求書との差 
 
   以前 約３％程度(毎月３００件程度)の請求誤りによる修正・再請求があった。 
 
 
 
   現在 修正・再請求にかかる時間・労力は無くなった。 
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 （2）人件費単価の差(平成２２年度) 
  
   正職員 一人平均人件費年間     ７，６０１千円 
 
 
 
   委託費から概算 (人数は業務により流動的であるので平均人数として算出) 
              一人平均年間委託費    約３，２００千円 
 
 

４ 業務委託の問題点 

  （1）窓口でのトラブルについては，対応能力が不足している。 
特に未収金回収のための支払い交渉では判断基準・責任問題等で，委託化には問題があ

る。 
 
  （2）診療報酬請求制度以外の知識，特に契約方法などについて，判断に迷う事案が発生

した場合，正職員が経過の聞き取りと判断を行う必要がある。 
 
 

５ 今後の取り組み等 

  （1）現在，正職員が行っている医事課業務(診療業務統計，未収金回収業務など)につい

て，委託可能な範囲を再確認し，業務委託を拡大する。 
   ただし，極端に委託業務化を推進すると，正職員が医療事務に関する知識を取得する機

会が無くなり，結果として委託業務に対する監査・指導が出来ないことから，業務成

果に影響することも考慮する必要がある。 
 
  （2）外来科の窓口業務についても，看護師が行っている業務量を確認し，業務の委託化

が有効であるものについて，業務委託を拡大する。 
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関連事業
（同一目的事業等）

・ホームページによる広報
・パンフレット等の作成
・水道知ってトーク（市政出前講座）

■直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：(株)アドプランター，(社)高松市シルバー人材
　　　　　　　　　　　　　　　　　　センター，塩江地区コミュニティ協議会）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

規　　格：Ａ４判，三折り６ページ，フルカラー
　　　　　用紙については平成２３年度から早明浦（さめうら）ダム周辺の間伐材を一
　　　　  部使用。（早明浦ダム：高松市の水道用水の約６０％を頼る香川県営水道の
　　　　　水源である高知県のダム。）

発行回数：年間５回（５月，７月，９月，１１月，３月）

発行部数：年間７３５，０００部（１４７，０００部×５回）

編集制作：市民がより興味を惹かれ，わかりやすい紙面となるよう，民間のノウハウを
　　　　  利用するため，平成２１年度から民間会社に委託している。（２１年度にコ
　　　　  ンペ方式で５社の中から選定し，２２年度は同じ業者と随意契約を行った。
　　　　  ２３年度には再度コンペを行い，３社の中から選定した。）

印　　刷：指名競争入札により契約

配布方法：高松市広報紙「広報たかまつ」と同時に配布することから，配布に係る業者
　　　　  等については，業務をより迅速，適正かつ安価に履行でき，契約事務の簡素
　　　　  ・効率化を図る点から「広報たかまつ」と同じ相手先と随意契約している。

広告収入：最終ページ下段３分の１に広告を掲載し，広告料収入を得ている。

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

　水道局において，平成８年度から取り組んだ水道事業の構造改革のうち，広聴広報体制の充
実の一環として，平成９年度から水道局独自の広報紙「みんなの水」を年５回発行している。
　なお，平成２３年４月の上下水道事業の組織統合に伴い，上下水道局広報紙として継続発行し
ている。

目　的
（何をどうするた

めに）

　上下水道についての必要な情報やお知らせを適時適切に提供し，上下水道事業に対する
理解を深めるとともに，事業運営において市民（上下水道利用者）の協力を得るため。

目　標
（何がどうなれば

達成か）

　市民（上下水道利用者）が，上下水道事業をより身近なものとして理解と関心を高め，水の大
切さや水道水の安全性など，水道についての正しい知識を持ち，事業運営に協力できるまちとな
ること。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民（上下水道利用者）

実施方法

根拠法令 高松市上下水道局広報規程，同局広告掲載要綱 担当課･係名
企業総務課
企画広報係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 上下水道局広報紙「みんなの水」発行事業 事業開始年度 平成９年度

施策事業名 安全で安定した水道水の供給 担当局・部名 上下水道局

事業番号９ 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 上下水道局広報紙「みんなの水」発行事業 事業開始年度 平成９年度

事業番号９ 平成23年度

千円委託料・補助金　総額 2,477

823 千円

1,654 千円

千円

千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

委託料 仕分配送業務

委託料 編集制作業務

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

　中核市４１市のうち，２８市において上・下水道独自の広報紙を発行している。

特記事項
(事業の沿革等)

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

団体への支出根拠
（選定経過等、支出先

の妥当性）

　当該広報紙は，高松市広報紙「広報たかまつ」と同時に配布していることから，仕分配送業務
および配布業務については，「広報たかまつ」の契約業者と随意契約を行った。編集制作につい
ては，紙面の継続性の観点から，平成２１年度にコンペ方式で選定した業者と随意契約で継続し
て契約した。

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　地方公営企業として，様々な情報を提供することは，企業の説明責任を果たす上で重要
であり，紙面についても，概ね良好な評価を得ている。ホームページやマスコミによる広
報と併せて，その果たす役割は大きい。

％ 74.3 71.5 －

20.6 17.5

事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

広報紙認知度

効率指標
（事業費/活動指標） 総事業費 ／ 年間配布部数 円 19.0

Ｈ20年度

年間配布部数 部 730,614 734,190 742,420
事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

千円

財源合計 19,377 千円 13,886 千円 15,111 千円 13,007 千円

230 千円

一般財源 18,897 千円 13,886 千円 15,111 千円 12,777

千円 千円

広告料収入 480 千円 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

15,111 千円 13,007 千円

財源

内訳

国県支出金 千円 千円

千円 0.5 人 3,801 千円

総事業費 19,377 千円 13,886 千円

人 3,801 千円 0.5 人 3,801

人 千円

人件費合計 0.5 人 3,801 千円 0.5

千円 人 千円

人 3,801 千円

その他 人 千円 人

千円 0.5 人 3,801 千円 0.5

千円

人
件
費

担当正職員 0.5 人 3,801 千円 0.5 人 3,801

千円

事業費合計 15,576 千円 10,085 千円 11,310 千円 9,206

千円 2,584 千円

その他 千円 千円 千円

印刷製本費 5,403 千円 2,079 千円

千円

手数料 4,350 千円 3,454 千円 3,471 千円 3,513 千円

2,065 千円

委託料 3,201 千円 2,477 千円 5,700 千円 1,044

2,622 千円 2,075 千円 2,139 千円

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

通信運搬費
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配布の流れ
中央印刷（株）

上下水道局 四国福山通運（株） （社）高松市シルバー人材センター

塩江地区コミュニティ協議会
市出張所

関係施設 単位自治会等

お客さま＜市民（上下水道利用者）＞

 
 
 

毎号見てい

る, 
117人,
38.1%

たまに見て

いる, 
111人, 
36.2%

見ていない, 
43人,
14.0%

存在を知ら

ない, 

31人, 

10.1%

無回答, 

5人, 

1.6%

平成２２年度水道週間アンケート

広報紙「みんなの水」を見ていますか？

毎号見ている 117人 38.1%  

たまに見ている 111人 36.2%

見ていない 43人 14.0%

存在を知らない 31人 10.1%

無回答 5人 1.6%

計 307人 100.0%
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中核市４１市のうち，上・下水道独自の広報紙を発行している２８市

函館市 水道局だより 金沢市 YOUS 高松市 みんなの水
旭川市 こんにちは水道局です 岐阜市 水のこえ 松山市 ていれぎ
青森市 あおもり水道だより 豊橋市 上下水道だより 高知市 広報すいどう
郡山市 こちら郡山すいどう局 大津市 パイプライン 久留米市 ａｕｒａ
いわき市 すいどういわき 高槻市 高槻の水道 熊本市 上下水道だよりわくわく
宇都宮市 私たちのくらしと水 尼崎市 あまがさきの下水道 大分市 おおいたの水道
前橋市 まえばし水道局だより 奈良市 すいどうだより 宮崎市 上下水道局だより
高崎市 水のめぐみ 和歌山市 水道だより 鹿児島市 こんにちは！水道局です
川越市 上下水道局だより 倉敷市 広報くらっぴぃ
富山市 水とくらし 下関市 ウォータートーク  
 
 
 
紙面の一例  
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関連事業
（同一目的事業等）

■直接実施（芝生植え付け以後の維持管理は，学校関係者や地域住民が実施している。）

■業務委託（委託先：民間の設備設計業者）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に細
事業がある場合は、
事業費とともに記載

（校庭の芝生化）
・事業実施前に芝生化を希望する小学校の調査を実施
・希望する小学校での実施方法の検討や必要経費を算出
・予算要求，議会等への説明
・予算議決後，設計（潅水設備）に着手
・苗等原材料の調査
・施工（土壌改良，潅水設備）
・芝生の植え付け，維持管理（児童，教員，保護者，地域住民との協働）
・維持管理備品の調達等（芝刈り機など）

事
業
概
要

事業の必要性
・実施の背景

　学校施設緑化事業は，自然との共生，環境負荷の軽減，環境・省エネルギー教育への積極的
な活用の観点から，実施している。
　また，植物の蒸散作用による気温上昇の抑制，砂塵の飛散防止，校庭での負傷の軽減などの
効果が期待できる芝生化の取組みは，子どもたちの健康の保持・増進にもつながる。

目　的
（何をどうするた

めに）

　校庭の一部を芝生化することで，学校施設の緑化を進め，子どもたちの緑化意識を育
み，環境に配慮した学校施設を目指すとともに，次代を担う子どもたちの運動・体力不足
を解消し，たくましく心豊かな子どもたちの育成を図る。

目　標
（何がどうなれば

達成か）

　緑化意識や運動能力・体力の向上が図られるなど，たくましく心豊かな子どもたちへと成長す
る。平成27年度までに芝生化実施校を7校にする目標を立てている。

対　象
（誰・何を対象に）

市立小学校の児童・学校施設

実施方法

根拠法令 公立小学校運動場芝生化モデル事業補助金（県単補助） 担当課･係名
総務課
施設係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

事業シート（概要説明書）

予算事業名 学校施設緑化事業 事業開始年度 平成２１年度

施策事業名 みどりのまちづくり 担当局・部名 教育部

事業番号10 平成23年度
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 学校施設緑化事業 事業開始年度 平成２１年度

事業番号10 平成23年度

千円委託料・補助金　総額 520

520 千円

千円

千円

千円

委託料・補助金等
内訳

（２２年度決算額）

費目 概要 金額

委託料 校庭の潅水設備を整備するための実施設計・監理委託業務

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

倉敷市（２２年度）：芝生整備－小学校４校　緑のカーテン－小学校６３校，中学校２６
校
鹿児島市（２１年度）：芝生整備－小学校４校，中学校２校　緑陰空間－小学校７校，中
学校４校　緑のカーテン－小学校４校，中学校４校　屋上緑化－小学校１校

特記事項
(事業の沿革等)

　本事業は平成２１年度から実施している。校庭の芝生化の県補助金は，２３年度で終了
する。２４年度以降，有効で確実な助成制度がない。

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
団体への支出根拠

（選定経過等、支出先
の妥当性）

　潅水設備の実施設計委託業務については，３者以上の業者から見積徴取を行い，選定してい
る。

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　校庭の芝生化については，今後も実施校を募集して計画的に進める予定である。普及の
遅れている緑のカーテンや壁面緑化等については，実施校拡大に向けた働きかけを強化し
たい。
　課題としては，芝生化実施を希望する学校が少ないこと，実施校が増加すると市の維持
管理経費が増加すること，経費のあまりかからない緑のカーテンなど，取組みの幅を広げ
ることなどである。

％ 28.57 14.29
事
業
成
果

成果実績
（事業目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度 Ｈ20年度

目標に対する校庭芝生化実施済校の割合

効率指標
（事業費/活動指標） 総事業費 ／

Ｈ20年度

校庭芝生化実施校 校 1 1 0事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ22年度 Ｈ21年度

千円

財源合計 16,266 千円 17,713 千円 12,546 千円 0 千円

千円

一般財源 14,766 千円 1,521 千円 4,557 千円

千円 千円

諸収入 千円 千円 7,989 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

12,546 千円 0 千円

財源

内訳

国県支出金 1,500 千円 16,192 千円

千円 0 人 0 千円

総事業費 16,266 千円 17,713 千円

人 1,520 千円 0.2 人 1,520

人 千円

人件費合計 0.2 人 1,520 千円 0.2

千円 人 千円

人 千円

その他 人 千円 人

千円 0.2 人 1,520 千円

千円

人
件
費

担当正職員 0.2 人 1,520 千円 0.2 人 1,520

千円

事業費合計 14,746 千円 16,193 千円 11,026 千円 0

千円 千円

工事請負費 12,140 千円 13,780 千円 9,561 千円

備品購入費 234 千円 693 千円 693

千円

需用費 1,673 千円 1,200 千円 331 千円 千円

千円

委託料 699 千円 520 千円 441 千円

千円 千円 千円

コ
ス
ト

23年度（予算） 22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

事
業
費

報酬
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■ 校庭の芝生化 

 高松市教育委員会では，みどり豊かな教育環境を整備し，子どもたちの緑化意識を育み，

環境学習の場となる，環境に配慮した学校施設を目指すとともに，次代を担う子どもたちの

運動・体力不足を解消し，たくましく心豊かな子どもたちの育成を図るため，平成２１年度

から，校庭の芝生化に取り組んでいます。 

 
 
【校庭の芝生化実施校】 

項   目 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実施校 牟礼北小学校 屋島西小学校 屋島東小学校 

児童数（平成 23 年 5 月 1 日） 466 人  592 人  155 人  

実施面積 4,000 ㎡  9,000 ㎡  3,000 ㎡  

初期費用：内訳（千円）       

潅水設備費および土壌改良費 10,001  14,300    

芝生,肥料,種代など 332  1,200  
 

芝刈り機 693  693  
 

計 11,026 16,193  14,746（見込） 

２年目費用 823  1,640    

３年目費用 720  －   

今後の年間費用 700  1,400  600  

 
 
＜H21 年度＞ 牟礼北小学校 

  
＜H22 年度＞ 屋島西小学校 

  
 

 

4 月 28 日          芝生をポットに植え替え 

6 月 15 日（～7 月 10 日） 土壌改良工事 

6 月 10 日（～8 月 21 日） 潅水設備工事 

6 月 27 日          芝生を運動場に植え替え 

10 月 3 日          冬芝の種まき 

5 月 6 日（～6 月上旬）  土壌改良工事 

5 月 25 日（～8 月 20 日） 潅水設備工事 

6 月 8 日           芝生を 3×5 ｾﾝﾁにｶｯﾄ 

6 月 12 日          芝生を運動場に植え付け 

9 月 28 日          冬芝の種まき 
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【一般的なティフトン芝の管理】 

 芝刈・

集草 
施肥 目砂 

ｴｱｰﾚｰｼ

ｮﾝ 
ｻｯﾁﾝｸﾞ 除草 

手抜き

除草 
防除 水撒き 張替え 

４月 1回 ○ ○ ○     ○  

５月 3回 ○     ○  ○  

６月 4回 ○   ○   ○殺菌 ○  

７月 4回 ○      ○防虫 ○  

８月 4回 ○       ○  

９月 2回 ○ ○      ○  

10月 2回 ○   ○ ○   ○  

11月 1回          

12月           

１月           

２月           

３月     ○ ○    ○ 

合計 
21回 

以上 

6回 

以上 
1～2回 

1回 

以上 

1回 

以上 
2回 随時 適宜 適宜 適宜 

 

 

【学校・地域と行政の役割分担】 

項         目 学校・地域 総務課 

施工に係る設計・監理 

当初 

潅水設備費など 

  ● 

土壌改良   ● 

潅水設備工事   ● 

維持管理用備品の調達   ● 

目砂，肥料の調達   ● 

芝生の張り付け 

維持管理費など 

●   

目砂，肥料の散布 ●   

芝刈・集草・処分 ●   

エアレーション   ● 

補修芝張り ●   

除草 ●   

水撒き ●   
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メ モ 欄 
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《 交通アクセス 》 

ＪＲ高松駅から徒歩約１５分 

琴平電鉄瓦町駅から徒歩約１０分 

ことでんバス五番町バス停下車徒歩約１分 

ことでんバス市役所前バス停下車徒歩約１分 

 

《 駐車場のご案内 》 

高松市中央駐車場（中央公園地下駐車場） 

※ 市役所１階で来庁証明を受けると，１時間駐車料が無料になります。 

 
 

高 松 市 役 所 周 辺 案 内 図 

高松市役所 
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高松市の事業仕分けや行政改革に関するお問い合わせ先 

総務部 人事課（行政改革推進室） 

〒７６０－８５７１  高松市番町１丁目８番１５号（本庁舎３階） 

電話   ： ０８７－８３９－２１６０    ＦＡＸ  ： ０８７－８３９－２１９０ 

Ｅメール： jinji@city.takamatsu.lg.jp 
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